
（参考様式５）【R０３年度改定版】

（ア）前年度の実績が６月以上ある事業所の場合

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 合計 １月平均

(1) 介護職員の総数
Ａ

(2)
(1)のうち介護福
祉士の総数

Ｂ Ｂ÷Ａ

(3)
(1)のうち勤続年数１０
年以上の介護福祉士
の総数

Ｃ Ｃ÷Ａ
　加算（Ⅰ）
≧25％で算定可

(4)
サービスを直接提供
する者の総数

Ｄ

(5)
（4）のうち勤続年数が
７年以上の者の総数

Ｅ Ｅ÷Ｄ
　加算（Ⅲ）
≧30％で算定可

（イ）前年度実績が６月に満たない事業所の場合

　月 　月 　月 合計 １月平均

(1) 介護職員の総数
Ａ

(2)
(1)のうち介護福
祉士の総数

Ｂ Ｂ÷Ａ

(3)
(1)のうち勤続年数１０
年以上の介護福祉士
の総数

Ｃ Ｃ÷Ａ

(4)
サービスを直接提供
する者の総数

Ｄ

(5)
（4）のうち勤続年数が
７年以上の者の総数

Ｅ Ｅ÷Ｄ

算定要件確認表（サービス提供体制強化加算）【地域密着型通所介護】

　加算（Ⅰ）
≧70％で算定可
　加算（Ⅱ）
≧50％で算定可
　加算（Ⅲ）
≧40％で算定可

　加算（Ⅰ）
≧70％で算定可
　加算（Ⅱ）
≧50％で算定可
　加算（Ⅲ）
≧40％で算定可

　加算（Ⅲ）
≧30％で算定可

・(1)～(4)については、全て常勤換算値により記入してください。
・職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）の平均を用いる。
・前年度の実績が６月に満たない事業所（新規の事業所、又は再開した事業所を含む）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を
用いることとする。

●常勤換算方法による職員数の算定方法
　暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常
勤の職員が勤務すべき時間数で除することによって算定するものとし、
小数点第２位以下を切り捨てる。
　「勤務延時間数」とは、勤務表上、当該事業所又は施設において従事
する時間として明確に位置付けられている時間の合計数であり、職員１
人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、当該事業
所又は施設において常勤の職員が勤務すべき勤務時間数を上限とす
る。

　加算（Ⅰ）
≧25％で算定可


